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事業事前評価表 

 

１．案件名 

国名：ナイジェリア連邦共和国 

案件名：ポリオ撲滅事業 

L/A 調印日：2014 年 5 月 26 日 

承諾金額：8,285 百万円 

借入人：ナイジェリア連邦政府（The Federal Government of Nigeria） 

 

２． 事業の背景と必要性  

(1) 当該国における保健セクター（特にポリオ）の開発実績（現状）と課題 

ナイジェリアの妊産婦死亡率及び 5 歳未満児死亡率はサブサハラアフリカ地域の

平均よりも劣悪な水準にあり、ポリオについては常在流行国 3 か国の一つ（他はアフ

ガニスタン、パキスタン）である。ポリオは、世界的には 2012 年時点で 1988 年に

比して発症報告が 99％減少し、2012 年の発症数は世界 5 カ国 223 件まで減少するな

ど、撲滅目前の段階を迎えている。一方ナイジェリアでは、北東部を中心とした治安

悪化に伴い、ポリオワクチン接種キャンペーン（以下、「キャンペーン」）の実施その

ものが困難であったことなどから感染拡大が生じ、2012 年の発症数は 122 件と全世

界の約半数を占めた。 

WHOやUNICEF等によるGlobal Polio Eradication Initiativeは 2013年に「The Polio 

Eradication and Endgame Strategic Plan 2013–2018」を発表し、2018 年までにあら

ゆる種類のポリオ疾患を撲滅することを目標としている。ポリオ感染国では定期予防

接種に加えて、定期外補充予防接種（Supplementary Immunization Activities, SIA）と

呼ばれるキャンペーン（常在流行国では平均年 6～8 回）が 5 歳未満児を対象に実施

されており、ナイジェリアにおいては、連邦保健省の外局である国家プライマリヘル

スケア開発庁（National Primary Health Care Development Agency, NPHCDA）が中

心となり、世界保健機関（WHO）、国連児童基金（UNICEF）と協力しながら活動を

推進している。 

(2) 当該国における保健セクター（特にポリオ）の開発政策と本事業の位置づけ 

ナイジェリアにおいて、ポリオ撲滅は国家的な緊急課題として位置づけられ、大統

領以下政府の強力なイニシアチブのもと対策が展開されている。2011 年からは「国

家ポリオ撲滅計画」を策定し、2015 年までの野生株ポリオウイルスの感染遮断を掲

げ、対策を強化してきた。 

本事業は、キャンペーンに必要なワクチン調達を支援するものであり、ポリオ撲滅

の早期実現に向けたナイジェリアの政策に基づくものである。 

(3) 保健セクターに対する我が国及び JICA の援助方針と実績 

我が国は、国際場裡において継続的に保健セクターへの強いコミットメントを表明

してきており、2010 年 9 月の「ミレニアム開発目標（MDGs）に関する国連首脳会

合」では、保健セクターに対する 5 年間で 50 億ドルの新規支援を行う旨発表した。

また、我が国はナイジェリアにおけるポリオ対策支援として、UNICEF 連携による無

円借款用 
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償資金協力「小児感染症予防計画」（2000 年～2012 年度合計 81.15 億円：E/N ベー

ス）を通じ、ポリオワクチン調達やコールドチェーン整備のための資金を供与してい

る。この他、ポリオ関連本邦研修を通じたサーベイランス強化支援を 2007 年から継

続実施している。なお、本案件は 2013 年の第 5 回アフリカ発会議（TICAD V）で採

択された横浜行動計画の「Ⅴ 万人が成長の恩恵を受ける社会の構築」のうち、「保

健セクターに対する支援 500 億円」に該当する。 

(4) 他の援助機関の対応 

・世銀：「Partnership for Polio Eradication Project」（2003 年～2011 年：1 次～3 次追

加借款までの承諾額合計 190.4 百万ドル）、「Polio Eradication Support」（2012 年：

95 百万ドル）を通じたポリオワクチン供与 

・ゲイツ財団：世銀と連携したバイ・ダウン（Buy-Down）スキームによる支援等 

・WHO： EPI 関連機材供与、ポリオサーベイランス、キャンペーン実施管理等 

・UNICEF：ワクチン調達、啓発活動、ワクチン接種者向け訓練等 

 (5) 事業の必要性 

ナイジェリアは野生由来ポリオウイルスによる常在国 3 カ国の一つであり、世界的

なポリオ対策における最重点対策国として位置づけられている。またアフリカ唯一の

常在国であり、周辺地域への感染拡大防止の観点から、ナイジェリアのポリオ撲滅対

策を支援する意義は大きい。ナイジェリア政府も大統領のイニシアチブの下、ポリオ

撲滅を国家の緊急課題として位置づけており、我が国も累次の無償資金協力、技術協

力の支援実績を有する。撲滅に向けた活動を加速させる上で、迅速なポリオワクチン

調達を支援する必要性は高く、時宜に適ったものである。また、我が国が一括してワ

クチン調達を支援することが、ナイジェリア政府や他ドナーによるキャンペーン実施

経費等への追加資金拠出の呼び水となりうることから、遅滞なきキャンペーンの実施

を促進するものである。 

 

３．事業概要 
 

(1) 事業の目的：ナイジェリア全国に対するポリオワクチン調達を通じ、5 歳未満児

に対するポリオワクチンの円滑な接種を図り、もって同国のポリオの早期撲滅に寄

与するもの。 

(2) プロジェクトサイト/対象地域名：ナイジェリア全国 

(3) 事業概要：本事業は、ナイジェリアにおけるポリオ対策に必要なポリオワクチン  

約 4.76 億ドースの調達。ワクチン調達は随意契約に基づく UNICEF への支出によ

り行われる。 

(4) 総事業費：11,844 百万円（うち、円借款対象額：8,285 百万円） 

(5) 事業実施スケジュール：2014 年 7 月～2015 年 12 月を予定（計 18 ヶ月）。2015

年の全キャンペーン終了をもって事業完成とする。 

(6) 事業実施体制 

 1) 借入人： ナイジェリア連邦政府（The Federal Government of Nigeria） 

 2) 事業実施機関：国家プライマリヘルスケア開発庁（National Primary Health Care 

Development Agency : NPHCDA） 
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 (7) 環境社会配慮・貧困削減・社会開発 

1) 環境社会配慮 

① カテゴリ分類：C 

② カテゴリ分類の根拠：本事業は、「国際協力機構 環境社会配慮ガイドライン」

（2010 年 4 月）上、環境への望ましくない影響は最小限であると判断される

ため。 

2) 貧困削減促進：低所得層が罹患しやすいポリオ予防を通じ、貧困層の医療費等の

家計への負担軽減に寄与。 

3) 社会開発促進：小児感染症で且つ深刻な後遺症が残るポリオ予防を通じ、社会

開発の促進に寄与。 

(8) 他スキーム、他ドナー等との連携： 

1）他スキームとの連携：技術協力（課題別研修）により国立ポリオ研究所スタッ

フの能力強化を引き続き支援。右研究所の維持管理能力の向上のため日本の国立

感染症研究所の講師を派遣する現地研修（有償技協）を検討中。また、年 2 回の

専門家会合（Experts Review Committee）に人間開発部職員が出席してポリオ撲

滅に向けた進捗・課題を協議していく。 

2）他ドナーとの連携：本案件では、ナイジェリア政府がトリガー指標を達成した

場合、ゲイツ財団は円借款に係る全債務を代位弁済する（ローン・コンバージョ

ン）。また、キャンペーン実施のための経費については、KfW（30 百万ドル）、EU

（10 百万ドル）、ゲイツ財団（50 百万ドル）、ナイジェリア政府（自己資金、50

百万ドル）等が追加の資金拠出を表明しており、他ドナーとの連携に基づき本案

件も実施される。 

(9) その他特記事項：無し。 

 

4. 事業効果 

(1) 定量的効果 

1) 運用・効果／トリガー指標：①及び④は世銀「Polio Eradication Support」の指標

に準拠。以下の②及び③は、WHO がキャンペーン毎に実施する LQAS を基にし

ている。同調査は、ナイジェリア国のキャンペーンにおいて、迅速かつ簡便に接

種率の推移をモニタリングするために使用されている調査方法である。代位弁済

の判定は、現時点において、下記運用・効果指標の③の目標値（80%）が 2014

年及び 2015 年に各年一回以上記録されることをもって達成とする。ただし、自

然災害や治安悪化等の不可抗力によりキャンペーンの実施、またはキャンペーン

後の調査実施に多大な支障が生じた場合、ナイジェリア連邦政府からの要請を踏

まえ、関係者間で判断する。 

指標名 基準値（2013 年） 目標値（2015年）

（事業完了時）

① キャンペーンによる予防接種カバレッジ率（%） 96（9 月） 80 

② LQAS を実施した LGA において LQAS の記録（接種カバレッジ）が

80％を記録した LGA の割合（%） 
74（9 月） 80 
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③ 感染リスクが「極めて非常に高い（Very Very high risk）」及び「非常

に高い（Very high risk）」LGA 計 85 のうち、LQAS を実施した LGA

において LQAS の記録（接種カバレッジ）が 80％を記録した LGA の

割合（%） 

77（9 月） 80 

④ 有効なワクチンを持つワクチン接種チームの割合（%）（ワクチン・バ

イアル・モニターに拠る） 
96（9 月） 98 

注：①の目標値の 80%は、「Global Vaccine Action Plan（2011-2020）」等で掲げられている感染を効果的に防ぐための予防接

種カバレッジ率の目標値であり、ナイジェリアでも目標値として使われている。 

2) 内部収益率 

本事業は収益性を伴わず、かつ経済的な帰属便益を合理的に算出することが困難

であるため、内部収益率を算出しない。 

(2) 定性的効果：ポリオの撲滅を通じたナイジェリアの子どもの健康改善。   

 

5. 外部条件・リスクコントロール 

キャンペーン実施には多額の資金を要するが、同資金は「ワクチン調達」「キャン

ペーン実施経費」の 2 項目に大きく分類される。ワクチン調達は本事業の支援対象で

あり、資金ショートの蓋然性は低い。他方で、「キャンペーン実施経費」は例年キャ

ンペーン開始直前のドナーによる追加拠出表明が恒例化している等の理由により、現

時点で全ての資金需要に相当する追加拠出は決定されていない。 

 JICA は世銀融資終了後、ほぼ単独でワクチン調達への資金拠出を行うこととなる

ため、本円借款事業はナイジェリア政府や他ドナーに対する更なる支援の呼び水とな

ることが期待される。係る背景を踏まえ、適切なキャンペーン実施を促進すべく、定

期会合等を通じ、キャンペーン実施経費への追加拠出要請を行う。 

 

6. 過去の類似案件の評価結果と本事業への教訓 

(1) 類似案件の評価結果：パキスタン「ポリオ撲滅事業」や前述の世銀「Polio 

Eradication Support」においては、代位弁済の判定機会は事業実施後の 1 度のみで

あり、先方政府の事業改善意欲を促す仕組みとはなっていない旨指摘があった。 

(2) 本事業への教訓：代位弁済の判定機会を事業実施後の 1 度ではなく事業実施中の

複数回とし、事業改善の余地を持たせることで、先方政府の事業改善意欲を促す。 

 

7. 今後の評価計画 

(1) 今後の評価に用いる指標： 

1) 予防接種カバレッジ 

2) LQAS 80%を達成した LGA の割合 

3) LQAS 80%を達成した指定 LGA の割合 

4) 有効なワクチンをもつワクチン接種チームの割合 

(2) 今後の評価のタイミング：事業完了時（2015 年 12 月）。 

以 上  


